


　トヨタ自動車の場合、
格差・不公正はより鮮明
です。トヨタは今年３月

期決算で５兆円の利益。史上最
高益を更新しています。このう
ち株主には配当などで２兆円回
りますが、賃金総額は46億円増
えただけ。利益に対して0.09％
＝1000分の１しかありません。
　一方、豊田章男会長の役員報
酬は前年比６割増の16億2200
万円。つまり60％の賃上げ。豊
田会長は大株主でもあるので、
これ以外に配当を17億6000万
円、あわせて33億8000万円を
１年間に受け取っています。

　暮らしがかつてなく苦しくなっている一方、大
企業や富裕層に巨額の利益が流れ込んでいます。
　2023年度に報酬１億円以上を受け取った上場
企業の役員は少なくとも501社の1106人にのぼ
り、22年度比で112人増加（グラフ）、株主配当
も13.7兆円から15兆円へ1.4兆円（10％）増え
たことが共産党の集計で分かりました。

　大企業の純利益はアベノミクスからの10年
間で３倍（12年→22年）、内部留保は178兆円
増えて511兆円に。日本の大資産家・上位40人
の資産は、12年間（12年→24年）で、7.7兆円
から29.5兆円へ3.8倍にも膨れ上がりました。
　他方、496社の賃金総額は、同じ期間に12
兆4273億円から12兆8236億円へ、0.4兆円
（3.2％）の増加にとどまりました。従業員数
が１％増加した影響もあり、従業員一人あた
り平均賃金（年収）は811万円から829万円
へ2.2％しか増えませんでした（上の表）。
　格差・不公正をただす改革が必要です。

　日本共産党は昨年９月、暮らしと経済を再生
させるプランを発表しました。アベノミクスは
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「まずは大企業をもうけさせること。そうすれ
ば賃上げにつながる＝トリクルダウン」という
政策です。しかしどんなに待っても賃金は上昇
しませんでした。「再生プラン」は「ボトムアップ」
－暮らし最優先の経済政策に転換しよう」と
いうものです。「３つの改革」を訴えています。

「
経
済
再
生
プ
ラ
ン
」

は
共
産
党
中
央
委
員

会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か

ら
ご
覧
く
だ
さ
い
。

22
年
度
ま
で
は「
東
京
商
工
リ
サ
ー
チ
」調
べ（
23
年
８
月
１

日
公
表
）、23
年
度
は
日
本
共
産
党
政
策
委
員
会
の
集
計

格差ただす改革を

①政治の責任で賃上げと待遇改善をすすめる
－人間を大切にする働き方改革
②消費税減税、社会保障充実、教育費負担軽減
－暮らしを支え格差をただす税・財政改革
③気候危機打開、エネルギーと食料自給率向
上－持続可能な経済社会への改革


